
 

封印取付け受託者準則 

 

                                              関自管第１２８号の２ 

平成２７年３月１１日 

関自管第７７号の２ 

改正  平成２８年１月２９日 

関自管第５８号の２ 

改正  平成２９年３月２８日  

 

（適用） 

第１条 関東運輸局東京運輸支局長（以下「支局長」という。）が行う道路運送車両法

（以下「法」という。）第２８条の３第１項に規定する封印の取付け委託（以下「委

託」という。）を受けた封印取付け受託者（以下「受託者」という。）は、同法及び

同法施行規則（以下「規則」という。）及び封印取付け委託要領について（平成１８

年１０月４日付国自管第８６号）、並びに輸入自動車に係る新規登録手続の際の特別

取扱について（昭和６１年６月２日付地管第８９号、地技第１２３号）の規定による

ほか、この準則の定めに従って封印の取付けに関する業務を行わなければならない。 

 

（定義） 

第２条 この準則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 一 甲種受託者 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者以外の受託者 

 二 乙種受託者  

  ①完成検査終了証（以下「完検証」という。）のある自動車の販売を業とするもの 

   であって、以下の場合に必要となる封印の取付け委託を受けた者  

     ア その販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて完検証の提出によ

り新規登録を受ける場合 

   イ その販売する自動車（販売用中古自動車を含む。）について、当該自動車の

提示に代えて自動車予備検査証、保安基準適合証又は限定自動車検査証及び限

定保安基準適合証（以下「保安基準適合証等」という。）の提出により新規登

録を受ける場合 

ウ 変更登録又は移転登録を受ける場合（法第１４条第１項の規定により当該自

動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）

第４０条による提示したものを除く。）に限る。） 



エ 法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定による場合を含む。）又は

第４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必

要な場合 

  ②「一定の自動車輸入業者に対する封印の取付けの委託について」（平成２５年３

月８日付国自情第２３９号）に定める輸入業者 

三 丙種受託者 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会の会員のうち中古自

動車の販売を業とするものを構成員とする団体（以下「団体」という。）であっ

て、以下の場合必要となる封印の取付け委託を受けた者 

ア その構成員の販売する自動車（新車及び販売用中古自動車）について、当該

自動車の提示に代えて完成検査終了証、自動車予備検査証、保安基準適合証等

の提出により新規登録を受ける場合 

イ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の規定により当

該自動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５

６号）第４０条による提示したものを除く。）に限る。） 

ウ  法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定による場合を含む。）又は

第４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必

要な場合 

四 丁種受託者 行政書士法（昭和２６年２月２２日法律第４号）第１５条に規定

される行政書士会（以下「行政書士会」という。）であって、その所属する行政

書士が運輸監理部、運輸支局又は自動車検査登録事務所（内閣府沖縄総合事務局

にあっては、陸運事務所、宮古運輸事務所又は八重山運輸事務所。以下「運輸支

局等」という。）に提出する書類を作成した自動車について、以下の場合に必要

となる封印の取付け委託を受けた者 

ア 当該自動車（乙種受託者及び丙種受託者の構成員の販売する自動車を除く。

以下、本号イにおいて同じ。）の提示に代えて、予備検証、保安基準適合証等

の提出により新規登録を受ける場合 

イ 当該自動車に係る変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１

項の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録令（昭和

２６年政令第２５６号）第４０条による提示をしたものを除く。）に限る。 

ウ 車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）

又は第４項に若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付

けが必要な場合 

  五 封印の前渡し 予め一定数量の封印を受託者に交付すること。 

六 有償受託者 第２０条の規定により手数料請求権を放棄した受託者以外の受託 

   者 



 

（取付けする業務の範囲の限定） 

第２条の２ 第２条第二号②の者にあっては、自ら輸入した自動車であって、完成検査

終了証のある自動車の販売を業とする者が、当該自動車の提示に代えて完成検査終了

証の提出により新規登録を受ける場合に必要となる封印の取付けのみに限定するも

のとする。 

 

（標識等） 

第３条 乙種受託者は、規則第１４条に規定する封印取付け受託者の標識については事

業場に掲げれば足りるものとする。 

２ 受託者は、封印取付け受託者の標識を掲げたときは、標識掲示届（準則第１号様式）

を事業場の所在地を管轄（支局又は自動車検査登録事務所の管轄区域に同じ。以下同

じ。）する支局長（以下「管轄の支局長」という。）に提出しなければならない。 

 

（封印取付け責任者の選任等） 

第４条 受託者は、封印の取付け、保管及び出納に関する事項を処理させるため、事業 

場に封印取付け責任者を選任しなければならない。 

また、乙種受託者が事業場以外に封印の取付けを行う営業所（以下「営業所」という。）

を設けるときは施封責任者を選任し、並びに共同で新車の点検整備を実施する施設に

おいて封印の取付けを行う施封センター（以下「施封センター」という。）を設ける

ときは施封管理責任者及び封印取付け職員を個々に選任しなければならない。 

２ 受託者は前項の封印取付け責任者を選任又は変更したときは、すみやかに、選任・

変更届（準則第２号様式）を管轄の支局長に提出しなければならない。 

３ 受託者は、規則第１５条第１項に規定する封印取付け責任者並びに次条の巡回封印

取付け職員及び乙種受託者が事業場以外に封印の取付けを行う営業所もしくは施封

センターを設けた場合、封印取付け責任者等名簿（準則第３号様式）を備え、これに

記録しなければならない。 

 

（巡回封印取付け職員の選任等） 

第５条 丙種受託者である団体は、構成員である自動車販売事業者の店舗を巡回し、そ

の店舗において封印の取付けを行う巡回封印取付け職員（以下「巡回職員」という。）

を選任しなければならない。また、丁種受託者である行政書士会において巡回施封方

式を選択した場合は、行政書士事務所を巡回し、その事務所において封印の取付けを

行う巡回職員を選任しなければならない。 

２ 団体又は行政書士会において、巡回職員を選任又は変更したときは、すみやかに選



任・変更届（準則第４号様式）を管轄の支局長に提出しなければならない。 

 

（巡回対象店舗又は行政書士事務所の届出） 

第６条 丁種受託者においては、巡回職員による封印の取付けを受ける構成員である自

動車販売事業者の店舗（以下「巡回対象店舗」という。）、また、丁種受託者におい

ては行政書士事務所について、新規加入・変更及び廃止があったときは、封印取付け

対象販売店等届出書（準則第５号様式）を管轄の支局長に提出しなければならない。 

 

（管理責任者） 

第７条 丁種受託者においては、巡回対象店舗における封印の取付けを適確に行うため、

当該店舗を有する自動車販売事業者の店舗ごとに、また、丁種受託者においては、行

政書士事務所ごとに封印の取付けを行う自動車の管理及び封印の取付けに必要な補

助業務を行わせるため管理責任者を定めさせなければならない。 

 

（封印請求） 

第８条 受託者は、封印の前渡しを受けようとするときは、封印請求書（準則第６号様

式）を提出しなければならない。 

 

（封印受領証） 

第９条 受託者は、封印の交付を受けたときは、封印受領証を提出しなければならない。 

 この場合の封印受領証は、準則第７号様式又は準則第８号様式とする。 

 

（封印出納帳等） 

第１０条 前渡しを受けた受託者は、封印出納帳（準則第９号様式）を備え、受入れ、

取付け、打損、紛失等受払事由を明らかにして、封印の出納状況を適確に記録しなけ

ればならない。団体又は巡回施封方式を選択した丁種受託者は、封印取付け台帳（準

則第１０号様式）を備え、交付を受けた 封印に係る自動車の登録年月日、販売店、

自動車登録番号及び車台番号を明確に記録 しなければならない。 

２ 乙種受託者は、封印の取付けを行う事業場、営業所及び施封センターごとに、また、

巡回施封方式を選択しなかった丁種受託者においては再委託先である行政書士の事

務所ごとに封印取付け台帳（準則第１１号様式）を備え、取付けをした封印にかかる

自動車の登録年月日、施封年月日、自動車登録番号及び車台番号を明確に記録しなけ

ればならない。 

３ 営業所及び施封センターにおいて封印の取付けを行う乙種受託者は、事業場及び施

封センターに封印授受簿（準則第１２号様式）を備え、封印の受渡の状況を明確に記



録しなければならない。 

４ 封印出納帳、封印授受簿及び封印取付け台帳は、記録した日から２年間保存しなけ

ればならない。 

 

（封印の保管） 

第１１条 受託者は、紛失、盗難等がないよう封印を厳重に保管しなければならない。 

 

（打損した封印等） 

第１２条 受託者は、打損又はき損した封印及び不良な封印については、すみやかに、

当該封印を交付した支局長に返納しなければならない。 

 

（封印の紛失） 

第１３条 受託者は、封印の紛失を発見したときは、すみやかに、その数量及び事情を

当該封印を交付した支局長に報告しなければならない。 

 

（封印取付け届出書） 

第１４条 有償受託者たる乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、当該自動車の新

規登録、変更登録、移転登録及び法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に

よる場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による

封印の取付けを行おうとするときは、支局長に封印取付け届出書（準則第１５号様式）

２通を提出しなければならない。 

 

（出張封印確認書） 

第１５条 出張封印において、返納する自動車登録番号標を封印取付け後に返納する受

託者においては、登録申請時等に出張封印確認書（準則第１７号様式）２通を提出し

なければならない。 

 

（封印取付け報告書） 

第１６条  封印の前渡しを受けた受託者は、毎月１０日までに、前月の封印取付け状況

に関し、当該封印を交付した支局長に封印取付け報告書（準則第１６号様式）を提出

しなければならない。 

２ 封印の前渡しを受けた乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の封印取付

け報告書を提出するときは、封印の取付けをした自動車の登録年月日及び自動車登録

番号を記載した書面を添付しなければならない。 

 



（変更届出） 

第１７条 受託者は、氏名又は名称もしくは住所、又は事業場の名称もしくは住居表示

等により所在地に変更があったときは、すみやかに変更届（準則第１３号様式）を管

轄の支局長に提出しなければならない。 

２ 乙種受託者は、管内の支局又は事務所間の管轄の変更となる第１７条第１項の承認

申請をし、その承認を受けたときは、封印取付け責任者及び施封責任者の所属、職名

及び氏名を記載した書面、封印の取付け業務の取扱内規及び商業登記簿の謄本、並び

に封印取付け手数料の請求を行わない場合は、その旨の第２０条の通知を添えて、変

更届（準則第１３号様式）を変更後の事業場を管轄する支局長に提出しなければなら

ない。 

 

（施封センターの新設等） 

第１７条の２ 乙種受託者は、施封センターを新設・廃止したとき、あるいは名称もし

くは所在地を変更したときは、変更等届（準則第１３号様式の２）を管轄の支局長に

提出しなければならない。 

  なお、施封センターの新設の場合にあっては、以下の書面を併せて提出しなければな

らない。 

  （ア）施封センターでの取扱いを記載した内規 

 （イ）封印取付け業務の管理体制等封印取付けの実施計画を記載した書面 

 （ウ）同センター施設に係る使用権限を証する書面 

 （エ）施封管理責任者及び封印取付け職員を同センター職員に行わせる場合は当該職 

   員が乙種受託者の名のもとに業務を行うことを証する書面 

 （オ）同センターにおける施封管理責任者及び封印取付け職員を選任した書面 

 （カ）その他施設の概要等参考となる書面 

 

（承認の申請） 

第１８条 受託者は、事業場の位置を変更しようとするときは、あらかじめ承認申請書

（準則第１４号様式）に事業場の位置の変更を証明するに足りる書面のほか、甲種受

託者及び丙種受託者にあっては、事業場付近の見取図を添えて管轄の支局長に提出し

なければならない。 

２ 受託者は、封印の取付けの業務をやめようとするときは、あらかじめ、承認申請書

（準則第１４号様式）を管轄の支局長に提出しなければならない。  

 

（手数料額） 

第１９条 １件の封印取付けに対して支払う手数料の額は、毎年度の予算で定められた



額を限度とする。 

 

（手数料の請求） 

第２０条 受託者は、毎年４月１日から翌年３月３１日までに行った封印の取付けにつ

いて支局長に手数料を請求することができる。 

２ 前項の手数料の請求は、次年度４月１０日までに封印の取付け件数及び請求金額を

記載した請求書を提出することにより行わなければならない。 

３ 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の請求書を提出するときは、支局

長が確認済印を押捺して返付した封印取付け届出書（準則第１５号様式）を添付しな

ければならない。 

 

（無償受託） 

第２１条 受託者は、手数料の請求を行わない旨をあらかじめ文書をもって通知するこ

とにより、手数料請求権を放棄することができる。（別紙通知書（例）） 

 

 

〔附則〕 

 １ 本準則は、平成２９年４月１日から適用する。 

  ２ 本準則の制定に伴い、準則第２条第１号の甲種受託者、第２号の乙種受託者及び 

 第３号の丙種受託者は、封印の取付け委託に関する取扱要領（平成２７年３月１１ 

 日付関自管第１２８号）第５条の封印取付け委託書の交付を受けたものとみなす。 










































